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Ⅰ．はじめに

九州はタケノコの生産が盛んで，福岡県（生産量第 1 位），鹿
児島県（同第 2 位），熊本県（同第 4 位）（林野庁，2022）の 3
県で全国生産量の 54％を占める。タケノコの生産量は，西暦の
偶数年に多く，奇数年は少ないジグザグ型の軌跡をたどり，特に
生産トップ 2 県でその傾向が強い。このようなタケノコ生産量
の多い年・少ない年は，それぞれ豊作年・凶作年（森田・浜田，
1983），表年・裏年（松本ほか，2019），出番年・非番年（野中・佐々
木，1992），海外では good	year・poor	year（Li	et al.,	1998 a），
on-year・off-year（Xu	et al.,	2018）などと呼ばれ（本研究では，「豊
作年・凶作年」とする），豊凶を 1 年ごとに交互に繰り返すこと
が古くから知られている（Ueda，1960；Li	et al.,	1998 a；浦ほか，
2011）。

タケノコの豊凶は，竹の葉の寿命が 2 年であることに起因する
と考えられる。つまり，親竹が葉替わりした翌年は 1 年生の新
葉から地下茎に養分が十分に供給されるため発筍量が多く，翌
年は 2 年生の古葉からの養分供給のため発筍量が少なくなる（野
中・佐々木，1992 ;	Li	et al.,	1998 a;	Xu	et al.,	2018）。中国の重慶
市の竹林においても，発筍数は1年生の葉をもつ親竹の割合と正
の相関が認められている（Li	et al.,	1998 a）。したがって，竹林
内で偶数齢と奇数齢の親竹の割合が同じなら，竹林全体として
は豊凶差を生じにくくなるが（Li	et al.	1998 b：Kleinhenz	and	
Midmore，2001），現実には割合に偏りがあるため，豊凶差が生
まれることになる。

近年，福岡県のタケノコ生産量は，2001～2010 年は前年比 72
～164％で推移していたが，2011～2020 年は 42～250％と（林野
庁，2022），豊作年と凶作年の格差（以下，豊凶差）が大きくなっ

ている。生産量の不安定化は，農家所得の不安定化に直結するた
め，生産現場では大きな問題となっている。豊凶差の要因は前述
のように説明できるが，豊凶差が拡大した要因は不明である。

そこで本研究では，福岡県内のタケノコ主産地である北九州
市合馬地域（以下，北九州地域）と八女地域の生産者に 2015～
2018 年の 4 年間の生産量を聞き取りし，作業履歴，竹林の現況
調査結果，土壌分析結果と照合することで豊凶差拡大の要因を検
討した。なお，本研究では，特に断りがない限り，「竹」や「タ
ケノコ」の種名は，モウソウチク（Phyllostachys heterocycla	 f.	
pubescens）を表す。

Ⅱ．材料と方法

1．アンケート調査
1）対象期間
　 2015～2018 年の 4 発筍期を対象とした。
2）対象竹林
　上記 1）の収量（出荷量）データがすべて得られた JA 北九管
内 11ヶ所および JA ふくおか八女管内 76ヶ所計 87ヶ所の管理竹
林を対象とした。
3）調査方法
　上記 2）の管理者に下記 4）の調査項目をアンケート形式で回
答させ，回収後に集計した。
4）質問項目
・年生産量（年出荷量）
・竹林管理状況（管理面積，竹齢を稈に記入しているか否か，ウ
ラ止め（親竹のシュート先端部を切断する施業（野中，2001））
を実施しているか否か，間伐を実施しているか否か，獣害対策
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下の割合は凶作年の方が大きかった。このように，両地域とも特
に凶作年の低下が豊凶差を拡大させていた。豊凶差の指標である
4 年間の年生産量の変動係数は，平均値を比較すると北九州地域
が 0 . 50 と八女地域の 0 . 36 に比べて大きかったが，八女地域は
最小 0 . 00 から最大 1 . 02 まで竹林ごとに大きくばらついた。

2 .	竹林管理とタケノコ年生産量の変動係数との関係
アンケートに記載されていた竹齢の記入の有無別にみたタケノ

コ年生産量の変動係数について，図‒1 に示す。八女地域で「記
入あり」が 0 . 29，「記入なし」が 0 . 39，北九州地域と八女地域
を合わせた両地域で「記入あり」が 0 . 31，「記入なし」が 0 . 41
といずれも竹齢を稈に記入していた竹林で有意に低かった。竹齢
記入のほか，ウラ止め，間伐，獣害対策の作業すべてにおいて，
非実施グループよりも実施グループの方が変動係数は小さかった
が（データ略），「竹齢の記入」以外は有意差は認められなかった。	

3 .	竹林現況とタケノコ年生産量の変動係数との関係
竹林現況について，各調査項目の平均値を表‒2 に示す。特に，

管理面積は北九州地域で 128 . 2	a，八女地域で 71 . 1	a と地域間
で有意に異なったが（p ＜ 0 . 01），それ以外の項目は地域間で有
意差は認められなかった。さらに，各調査項目とタケノコ年生産
量の変動係数との相関係数について表‒3 に示す。胸高直径では，
八女地域で 0 . 77，両地域で 0 . 71 と両地域区分で有意な正の相
関が認められた（p ＜ 0 . 01）。一方，それ以外の項目については，
有意な相関は認められなかった。

4 .	施肥量とタケノコ年生産量の変動係数との関係
アンケートに記載されていた肥料の施用量から算出した窒素・

リン酸・カリ施肥量の平均値について，表‒4 に示す。いずれ
の成分も八女地域に比べて北九州地域で有意に高かった（p ＜

0 . 05）。各施肥成分量とタケノコ年生産量の変動係数との相関
係数について，表‒5 に示す。窒素施肥量については，どの地域
区分でも有意な負の相関が認められ，北九州地域の相関係数は
−0 . 69（p ＜ 0 . 05），八女地域で−0 . 36（p ＜ 0 . 01），両地域
で−0 . 30（p ＜ 0 . 01）であった。また，カリ施肥量についても，
八女地域で相関係数−0 . 23 と有意な負の相関が認められた（p
＜ 0 . 05）。一方，これら以外の負の相関は有意ではなかった。

5．土壌分析項目とタケノコ年生産量の変動係数との関係
各土壌分析項目の平均値について，表‒6 に示す。可給態リン

酸については，北九州地域で 20 . 6	mg/ 100 g，八女地域で 47 . 6	
mg/ 100 g，苦土飽和度については，北九州地域で 2 . 1％，八女
地域で 1 . 3％と地域間で有意に異なった（p ＜ 0 . 05）。各土壌分
析値とタケノコ年生産量の変動係数との相関について，表‒7 に
示す。土壌 pH については，八女地域および両地域の相関係数は
それぞれ0 . 86，0 . 67と有意な正の相関が認められた（p＜0 . 01）。
電気伝導度（EC）は，北九州地域および両地域においてそれぞ
れ−0 . 79，−0 . 56 と有意な負の相関が認められた（p ＜ 0 . 05）。
土壌養分について，可給態窒素は，北九州地域および両地域に
おいてそれぞれ−0 . 72，−0 . 42 と有意な負の相関が，交換性
MgO は，北九州地域において−0 . 76 と有意な負の相関が認め
られた（p ＜ 0 . 05）。一方，可給態リン酸，交換性 CaO，交換
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図‒1．竹齢記入の有無別にみたタケノコ年生産量の変動係数
平均値±標準誤差。北九州（記入あり n= 6，記入なし n= 5），八
女（記入あり n= 29，記入なし n= 45），両地域（記入あり n= 35，
記入なし n= 50）。NS：有意差なし，＊：5％水準で有意差あり。

表‒2．福岡県のタケノコ主産地における竹林の現況

地域 管理面積（a） 立竹密度（本/10a） 胸高直径（cm） 稈高（m） 枝下高（m） 平均竹齢（年） 竹齢均等率（％）
平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n

北九州 128.2 ± 17.8 11 348.8 ± 43.0 8 10.9 ± 0.3 8 12.2 ± 1.4 3 5.5 ± 0.4 3 3.2 ± 0.2 8 7.8 ± 2.7 3
八女 71.1 ± 7.3 76 255.0 ± 29.6 10 10.4 ± 0.4 10 13.8 ± 1.4 10 6.2 ± 0.6 10 3.1 ± 0.2 10 31.3 ± 8.4 10

両地域 77.7 ± 7.0 87 296.7 ± 26.9 18 10.6 ± 0.3 18 13.4 ± 1.1 13 6.0 ± 0.5 13 3.1 ± 0.1 18 25.9 ± 7.0 13
n はサンプル数を示す。

表‒4．福岡県のタケノコ主産地における施肥成分量

地域
窒素施肥量
（	kg/10a）

リン酸施肥量
（	kg/10a	）

カリ施肥量
（	kg/10a）

平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n
北九州 12.8 ± 1.9 11 9.5 ± 2.0 10 9.0 ± 2.1 10
八女 7.1 ± 0.9 74 4.4 ± 0.7 74 4.3 ± 0.6 74

両地域 7.8 ± 0.8 85 5.0 ± 0.7 84 4.9 ± 0.6 84
n はサンプル数を示す。北九州 11，八女 76，両地域 87 のうち，
平均値＋標準偏差× 2 を超えたものは外れ値として除外した。

表‒5．施肥成分量とタケノコ年生産量の変動係数との相関係数

地域 窒素施肥量 リン酸施肥量 カリ施肥量
北九州 −0 . 69 * −0 . 30 NS −0 . 26 NS

八女 −0 . 36 ** −0 . 21 NS −0 . 23 *
両地域 −0 . 30 ** −0 . 14 NS −0 . 15 NS

相関係数の有意性　NS：なし，*：5％水準で有意，**：1％水準
で有意。

表‒3．	竹林現況に関する調査項目とタケノコ年生産量の変動係
数との相関係数

地域 管理面積 立竹密度 胸高直径 稈高 枝下高 平均竹齢 竹齢均等率
北九州 −0 . 31 NS 0 . 69 NS 0 . 48 NS 0 . 41 NS 0 . 64 NS 0 . 06 NS −0 . 97 NS

八　女 0 . 05 NS −0 . 20 NS 0 . 77 ** 0 . 21 NS 0 . 51 NS 0 . 36 NS −0 . 39 NS

両地域 0 . 07 NS 0 . 31 NS 0 . 71 ** 0 . 16 NS 0 . 41 NS 0 . 30 NS −0 . 48 NS

相関係数の有意性　NS：なし，**：1％水準で有意。

（電気柵やワイヤーメッシュ柵の設置など）を実施しているか否か）
・肥培管理状況（施肥量，分肥回数，施肥時期，肥料の種類）なお，
窒素施肥量，リン酸施肥量，カリ施肥量は，各種肥料袋記載の成
分量から算出した。

2．竹林現況調査
上記 1．2）の竹林のうち JA 北九管内 8ヶ所および JA ふくお

か八女管内10ヶ所計18ヶ所において，10× 10	mの標準地プロッ
トを設け，内部の立竹の成立本数と竹齢を確認し，胸高直径，稈
高，枝下高を測定した。これらから，立竹密度（10 a あたりの立
竹本数）と竹齢均等率（偶数齢と奇数齢の立竹本数差 / 総立竹本
数× 100）を算出した。

3．土壌分析
上記 2 の竹林のうち JA 北九管内 8ヶ所および JA ふくおか八

女管内 8ヶ所計 16ヶ所において，2018 年 2 月～2019 年 4 月に各
所任意の 5 地点から落葉を除去して穴を掘り，深さ 20～30	cm
の土壌約 200	g/ 穴を採取した。5 地点分を混和し，乳鉢ですり潰
した風乾土壌を対象に，土壌標準分析・測定法委員会編（1986）
にしたがって下記の理化学分析を行った。
1）pH	および	電気伝導度（EC）
　風乾土壌 20	g	に蒸留水	100	mL	を加え	30	分間振とうした。
上清の	pH	は	pHメータHM-25R（東亜ディーケーケー株式会社），
電気伝導度（EC）は EC メータ	MC 226（メトラー・トレド株式
会社）にて	1	サンプルにつき	3	回測定し，平均値を求めた。
2）可給態窒素量
　以下のとおり保温静置法にて求めた。すなわち，風乾土壌 20	
g に所定量の蒸留水を加えて保温静置（30℃，4 週間）したもの
を 10％塩化カリウムで抽出した。濾液をセミミクロ蒸留装置で
蒸留し，所定量の酸化マグネシウムおよびデバルダ合金を加え，
N/ 50 硫酸液で滴定した。保温静置前の試料の滴定値をブランク
として差し引き，可給態（アンモニア態＋硝酸態＋亜硝酸態）窒
素量とした。
3）可給態リン酸量
　以下のとおりトルオーグ法にて求めた。すなわち，風乾土壌0.5	
g に N/ 500 硫酸液 100	mL を加えて 30 分振とう後，濾液 10	mL
に混合発色試薬 8	mL を加え蒸留水で 50	mL に定容した。710	nm
の吸光度を分光光度計 UV- 1240（株式会社	島津製作所）にて測
定し，予め作成した検量線から求めたリン濃度をリン酸（P2 O5）
濃度に換算し，可給態リン酸量とした。
4）交換性陽イオン量（CaO，MgO，K2 O）
　以下のとおり原子吸光法にて求めた。すなわち，風乾土壌 6	g
を酢酸アンモニウム水溶液（pH	7，1	N）で浸出させ，100	mL

に定容した。浸出液	5	mL に塩化ストロンチウム溶液 0 . 5	mL
を加え蒸留水で 50	mL に定容したものを原子吸光分光光度
計 AA 6200（株式会社	島津製作所）に供した。カルシウムは
422 . 7	nm，マグネシウムは 283 . 2	nm，カリウムは 766 . 5	nm の
吸光度について，各原子専用ランプを用いて測定した。予め作成
した検量線から求めたカルシウム，マグネシウム，カリウム濃度
をそれぞれ酸化カルシウム（CaO），酸化マグネシウム（MgO），
酸化カリウム（K2 O）濃度に換算し，交換性陽イオン量とした。
5）陽イオン交換容量（CEC）
　以下のとおり，セミミクロショーレンベルガー法にて求めた。
すなわち，風乾土壌 6	g を酢酸アンモニウム水溶液（pH	7，1	
N）で浸出させ，過剰のアンモニウムイオンを 80％メタノール
で洗浄した。さらに，これを 10％塩化カリウム水溶液で浸出し
たものをセミミクロ蒸留装置で蒸留し，N/ 50 硫酸液で滴定し
た。10％塩化カリウム水溶液の滴定値をブランクとして差し引
き，陽イオン交換容量（CEC）とした。
6）陽イオン飽和度
　 3．4）の各交換性陽イオン量（mg/ 100	g）をそれぞれミリグ
ラム当量（me/100	g）に換算し，3．5）の陽イオン交換容量（CEC）
に占める割合を算出し，陽イオン飽和度（石灰飽和度・苦土飽和
度・カリ飽和度）とした。

4．解析
1．4）の年生産量（年出荷量）の変動係数（値が大きいほど豊

凶差が大きい）を求めた。1．4）の竹林管理作業については，実
施グループと非実施グループの 2 つに分けて，変動係数の平均値
の差を検定（t 検定）した。また，変動係数と上記調査項目との
相関を調べた。	

Ⅲ．結果

1．タケノコ年生産量の推移
2015～2018 年までのタケノコ年生産量の推移と変動係数につ

いて，表‒1 に示す。北九州地域の 10 a あたりの年生産量は 2015
年が 286 . 6	kg，2016 年が 467 . 1	kg，2017 年が 141 . 5	kg，2018
年が 460 . 9	kg と西暦偶数年が豊作，奇数年が凶作となる豊凶パ
ターンだった。豊作年の 2016 年と 2018 年の年生産量はほとんど
変わらなかったのに対し，凶作年どうしを比較すると 2017 年は
2015 年の半量以下に落ち込んだ。八女地域においても，2015 年
が 708 . 5	kg，2016 年が 1096 . 8	kg，2017 年が 599 . 8	kg，2018
年が 1028 . 5	kg と 1 年ごとに豊凶を繰り返した。豊作年どうし
の比較では 2018 年は 2016 年の 94％に，凶作年どうしの比較で
は 2017 年は 2015 年の 85％に落ち込み，北九州地域と同様に低
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表‒1．福岡県のタケノコ主産地における 2015～2018 年の生産量および 4 年間の変動係数

地域
2015 年生産量
（	kg/ 10 a	）

2016 年生産量
（	kg/ 10 a	）

2017 年生産量
（	kg/ 10 a	）

2018 年生産量
（	kg/ 10 a	） 年生産量の変動係数

平均値±標準誤差　n 平均値±標準誤差　n 平均値±標準誤差　n 平均値±標準誤差　n 最小値 平均値 中央値 最大値
北九州 286.6 ± 50.7 11 467.1 ± 73.2 11 141.5 ± 27.6 11 460.9 ± 73.7 11 0.26 0.50 0.49 0.80
八女 708.5 ± 48.2 76 1096.8 ± 90.2 76 599.8 ± 44.1 76 1028.5 ± 77.8 76 0.00 0.36 0.33 1.02

両地域 655.2 ± 47.6 87 1017.2 ± 87.1 87 541.9 ± 44.3 87 956.8 ± 75.5 87 0.00 0.38 0.35 1.02
n はサンプル数を示す。
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下の割合は凶作年の方が大きかった。このように，両地域とも特
に凶作年の低下が豊凶差を拡大させていた。豊凶差の指標である
4 年間の年生産量の変動係数は，平均値を比較すると北九州地域
が 0 . 50 と八女地域の 0 . 36 に比べて大きかったが，八女地域は
最小 0 . 00 から最大 1 . 02 まで竹林ごとに大きくばらついた。

2 .	竹林管理とタケノコ年生産量の変動係数との関係
アンケートに記載されていた竹齢の記入の有無別にみたタケノ

コ年生産量の変動係数について，図‒1 に示す。八女地域で「記
入あり」が 0 . 29，「記入なし」が 0 . 39，北九州地域と八女地域
を合わせた両地域で「記入あり」が 0 . 31，「記入なし」が 0 . 41
といずれも竹齢を稈に記入していた竹林で有意に低かった。竹齢
記入のほか，ウラ止め，間伐，獣害対策の作業すべてにおいて，
非実施グループよりも実施グループの方が変動係数は小さかった
が（データ略），「竹齢の記入」以外は有意差は認められなかった。	

3 .	竹林現況とタケノコ年生産量の変動係数との関係
竹林現況について，各調査項目の平均値を表‒2 に示す。特に，

管理面積は北九州地域で 128 . 2	a，八女地域で 71 . 1	a と地域間
で有意に異なったが（p ＜ 0 . 01），それ以外の項目は地域間で有
意差は認められなかった。さらに，各調査項目とタケノコ年生産
量の変動係数との相関係数について表‒3 に示す。胸高直径では，
八女地域で 0 . 77，両地域で 0 . 71 と両地域区分で有意な正の相
関が認められた（p ＜ 0 . 01）。一方，それ以外の項目については，
有意な相関は認められなかった。

4 .	施肥量とタケノコ年生産量の変動係数との関係
アンケートに記載されていた肥料の施用量から算出した窒素・

リン酸・カリ施肥量の平均値について，表‒4 に示す。いずれ
の成分も八女地域に比べて北九州地域で有意に高かった（p ＜

0 . 05）。各施肥成分量とタケノコ年生産量の変動係数との相関
係数について，表‒5 に示す。窒素施肥量については，どの地域
区分でも有意な負の相関が認められ，北九州地域の相関係数は
−0 . 69（p ＜ 0 . 05），八女地域で−0 . 36（p ＜ 0 . 01），両地域
で−0 . 30（p ＜ 0 . 01）であった。また，カリ施肥量についても，
八女地域で相関係数−0 . 23 と有意な負の相関が認められた（p
＜ 0 . 05）。一方，これら以外の負の相関は有意ではなかった。

5．土壌分析項目とタケノコ年生産量の変動係数との関係
各土壌分析項目の平均値について，表‒6 に示す。可給態リン

酸については，北九州地域で 20 . 6	mg/ 100 g，八女地域で 47 . 6	
mg/ 100 g，苦土飽和度については，北九州地域で 2 . 1％，八女
地域で 1 . 3％と地域間で有意に異なった（p ＜ 0 . 05）。各土壌分
析値とタケノコ年生産量の変動係数との相関について，表‒7 に
示す。土壌 pH については，八女地域および両地域の相関係数は
それぞれ0 . 86，0 . 67と有意な正の相関が認められた（p＜0 . 01）。
電気伝導度（EC）は，北九州地域および両地域においてそれぞ
れ−0 . 79，−0 . 56 と有意な負の相関が認められた（p ＜ 0 . 05）。
土壌養分について，可給態窒素は，北九州地域および両地域に
おいてそれぞれ−0 . 72，−0 . 42 と有意な負の相関が，交換性
MgO は，北九州地域において−0 . 76 と有意な負の相関が認め
られた（p ＜ 0 . 05）。一方，可給態リン酸，交換性 CaO，交換
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図‒1．竹齢記入の有無別にみたタケノコ年生産量の変動係数
平均値±標準誤差。北九州（記入あり n= 6，記入なし n= 5），八
女（記入あり n= 29，記入なし n= 45），両地域（記入あり n= 35，
記入なし n= 50）。NS：有意差なし，＊：5％水準で有意差あり。

表‒2．福岡県のタケノコ主産地における竹林の現況

地域 管理面積（a） 立竹密度（本/10a） 胸高直径（cm） 稈高（m） 枝下高（m） 平均竹齢（年） 竹齢均等率（％）
平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n

北九州 128.2 ± 17.8 11 348.8 ± 43.0 8 10.9 ± 0.3 8 12.2 ± 1.4 3 5.5 ± 0.4 3 3.2 ± 0.2 8 7.8 ± 2.7 3
八女 71.1 ± 7.3 76 255.0 ± 29.6 10 10.4 ± 0.4 10 13.8 ± 1.4 10 6.2 ± 0.6 10 3.1 ± 0.2 10 31.3 ± 8.4 10

両地域 77.7 ± 7.0 87 296.7 ± 26.9 18 10.6 ± 0.3 18 13.4 ± 1.1 13 6.0 ± 0.5 13 3.1 ± 0.1 18 25.9 ± 7.0 13
n はサンプル数を示す。

表‒4．福岡県のタケノコ主産地における施肥成分量

地域
窒素施肥量
（	kg/10a）

リン酸施肥量
（	kg/10a	）

カリ施肥量
（	kg/10a）

平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n 平均値±標準誤差	n
北九州 12.8 ± 1.9 11 9.5 ± 2.0 10 9.0 ± 2.1 10
八女 7.1 ± 0.9 74 4.4 ± 0.7 74 4.3 ± 0.6 74

両地域 7.8 ± 0.8 85 5.0 ± 0.7 84 4.9 ± 0.6 84
n はサンプル数を示す。北九州 11，八女 76，両地域 87 のうち，
平均値＋標準偏差× 2 を超えたものは外れ値として除外した。

表‒5．施肥成分量とタケノコ年生産量の変動係数との相関係数

地域 窒素施肥量 リン酸施肥量 カリ施肥量
北九州 −0 . 69 * −0 . 30 NS −0 . 26 NS

八女 −0 . 36 ** −0 . 21 NS −0 . 23 *
両地域 −0 . 30 ** −0 . 14 NS −0 . 15 NS

相関係数の有意性　NS：なし，*：5％水準で有意，**：1％水準
で有意。

表‒3．	竹林現況に関する調査項目とタケノコ年生産量の変動係
数との相関係数

地域 管理面積 立竹密度 胸高直径 稈高 枝下高 平均竹齢 竹齢均等率
北九州 −0 . 31 NS 0 . 69 NS 0 . 48 NS 0 . 41 NS 0 . 64 NS 0 . 06 NS −0 . 97 NS

八　女 0 . 05 NS −0 . 20 NS 0 . 77 ** 0 . 21 NS 0 . 51 NS 0 . 36 NS −0 . 39 NS

両地域 0 . 07 NS 0 . 31 NS 0 . 71 ** 0 . 16 NS 0 . 41 NS 0 . 30 NS −0 . 48 NS

相関係数の有意性　NS：なし，**：1％水準で有意。

（電気柵やワイヤーメッシュ柵の設置など）を実施しているか否か）
・肥培管理状況（施肥量，分肥回数，施肥時期，肥料の種類）なお，
窒素施肥量，リン酸施肥量，カリ施肥量は，各種肥料袋記載の成
分量から算出した。

2．竹林現況調査
上記 1．2）の竹林のうち JA 北九管内 8ヶ所および JA ふくお

か八女管内10ヶ所計18ヶ所において，10× 10	mの標準地プロッ
トを設け，内部の立竹の成立本数と竹齢を確認し，胸高直径，稈
高，枝下高を測定した。これらから，立竹密度（10 a あたりの立
竹本数）と竹齢均等率（偶数齢と奇数齢の立竹本数差 / 総立竹本
数× 100）を算出した。

3．土壌分析
上記 2 の竹林のうち JA 北九管内 8ヶ所および JA ふくおか八

女管内 8ヶ所計 16ヶ所において，2018 年 2 月～2019 年 4 月に各
所任意の 5 地点から落葉を除去して穴を掘り，深さ 20～30	cm
の土壌約 200	g/ 穴を採取した。5 地点分を混和し，乳鉢ですり潰
した風乾土壌を対象に，土壌標準分析・測定法委員会編（1986）
にしたがって下記の理化学分析を行った。
1）pH	および	電気伝導度（EC）
　風乾土壌 20	g	に蒸留水	100	mL	を加え	30	分間振とうした。
上清の	pH	は	pHメータHM-25R（東亜ディーケーケー株式会社），
電気伝導度（EC）は EC メータ	MC 226（メトラー・トレド株式
会社）にて	1	サンプルにつき	3	回測定し，平均値を求めた。
2）可給態窒素量
　以下のとおり保温静置法にて求めた。すなわち，風乾土壌 20	
g に所定量の蒸留水を加えて保温静置（30℃，4 週間）したもの
を 10％塩化カリウムで抽出した。濾液をセミミクロ蒸留装置で
蒸留し，所定量の酸化マグネシウムおよびデバルダ合金を加え，
N/ 50 硫酸液で滴定した。保温静置前の試料の滴定値をブランク
として差し引き，可給態（アンモニア態＋硝酸態＋亜硝酸態）窒
素量とした。
3）可給態リン酸量
　以下のとおりトルオーグ法にて求めた。すなわち，風乾土壌0.5	
g に N/ 500 硫酸液 100	mL を加えて 30 分振とう後，濾液 10	mL
に混合発色試薬 8	mL を加え蒸留水で 50	mL に定容した。710	nm
の吸光度を分光光度計 UV- 1240（株式会社	島津製作所）にて測
定し，予め作成した検量線から求めたリン濃度をリン酸（P2 O5）
濃度に換算し，可給態リン酸量とした。
4）交換性陽イオン量（CaO，MgO，K2 O）
　以下のとおり原子吸光法にて求めた。すなわち，風乾土壌 6	g
を酢酸アンモニウム水溶液（pH	7，1	N）で浸出させ，100	mL

に定容した。浸出液	5	mL に塩化ストロンチウム溶液 0 . 5	mL
を加え蒸留水で 50	mL に定容したものを原子吸光分光光度
計 AA 6200（株式会社	島津製作所）に供した。カルシウムは
422 . 7	nm，マグネシウムは 283 . 2	nm，カリウムは 766 . 5	nm の
吸光度について，各原子専用ランプを用いて測定した。予め作成
した検量線から求めたカルシウム，マグネシウム，カリウム濃度
をそれぞれ酸化カルシウム（CaO），酸化マグネシウム（MgO），
酸化カリウム（K2 O）濃度に換算し，交換性陽イオン量とした。
5）陽イオン交換容量（CEC）
　以下のとおり，セミミクロショーレンベルガー法にて求めた。
すなわち，風乾土壌 6	g を酢酸アンモニウム水溶液（pH	7，1	
N）で浸出させ，過剰のアンモニウムイオンを 80％メタノール
で洗浄した。さらに，これを 10％塩化カリウム水溶液で浸出し
たものをセミミクロ蒸留装置で蒸留し，N/ 50 硫酸液で滴定し
た。10％塩化カリウム水溶液の滴定値をブランクとして差し引
き，陽イオン交換容量（CEC）とした。
6）陽イオン飽和度
　 3．4）の各交換性陽イオン量（mg/ 100	g）をそれぞれミリグ
ラム当量（me/100	g）に換算し，3．5）の陽イオン交換容量（CEC）
に占める割合を算出し，陽イオン飽和度（石灰飽和度・苦土飽和
度・カリ飽和度）とした。

4．解析
1．4）の年生産量（年出荷量）の変動係数（値が大きいほど豊

凶差が大きい）を求めた。1．4）の竹林管理作業については，実
施グループと非実施グループの 2 つに分けて，変動係数の平均値
の差を検定（t 検定）した。また，変動係数と上記調査項目との
相関を調べた。	

Ⅲ．結果

1．タケノコ年生産量の推移
2015～2018 年までのタケノコ年生産量の推移と変動係数につ

いて，表‒1 に示す。北九州地域の 10 a あたりの年生産量は 2015
年が 286 . 6	kg，2016 年が 467 . 1	kg，2017 年が 141 . 5	kg，2018
年が 460 . 9	kg と西暦偶数年が豊作，奇数年が凶作となる豊凶パ
ターンだった。豊作年の 2016 年と 2018 年の年生産量はほとんど
変わらなかったのに対し，凶作年どうしを比較すると 2017 年は
2015 年の半量以下に落ち込んだ。八女地域においても，2015 年
が 708 . 5	kg，2016 年が 1096 . 8	kg，2017 年が 599 . 8	kg，2018
年が 1028 . 5	kg と 1 年ごとに豊凶を繰り返した。豊作年どうし
の比較では 2018 年は 2016 年の 94％に，凶作年どうしの比較で
は 2017 年は 2015 年の 85％に落ち込み，北九州地域と同様に低
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表‒1．福岡県のタケノコ主産地における 2015～2018 年の生産量および 4 年間の変動係数

地域
2015 年生産量
（	kg/ 10 a	）

2016 年生産量
（	kg/ 10 a	）

2017 年生産量
（	kg/ 10 a	）

2018 年生産量
（	kg/ 10 a	） 年生産量の変動係数

平均値±標準誤差　n 平均値±標準誤差　n 平均値±標準誤差　n 平均値±標準誤差　n 最小値 平均値 中央値 最大値
北九州 286.6 ± 50.7 11 467.1 ± 73.2 11 141.5 ± 27.6 11 460.9 ± 73.7 11 0.26 0.50 0.49 0.80
八女 708.5 ± 48.2 76 1096.8 ± 90.2 76 599.8 ± 44.1 76 1028.5 ± 77.8 76 0.00 0.36 0.33 1.02

両地域 655.2 ± 47.6 87 1017.2 ± 87.1 87 541.9 ± 44.3 87 956.8 ± 75.5 87 0.00 0.38 0.35 1.02
n はサンプル数を示す。
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タケノコ生産のため約 30 年間施肥を継続した土壌表面の電気伝
導度は 290 µS/cm と無施肥区の 138 µS/cm よりも有意に高いこ
と（Kim	et al.	2018）などを考えると，硝酸態窒素など土壌養分
が多いほど電気伝導度は高まり豊凶差は縮小すると解釈された。

さらに本研究では，土壌中の各養分濃度と年生産量の変動係数
との関係を調べ，可給態窒素および交換性 MgO の濃度との間に
有意な負の相関を得た（表‒7）。すなわち，土壌中に可給態窒素
や交換性マグネシウムが多く含まれるほど豊凶差の変動は小さ
かった。窒素は，作物の生育・収量に大きく左右する農業生産上
最も重要な元素である（藤原ほか，1998）。植物に含まれる窒素
のうち，アンモニア態や硝酸態などの無機態窒素は可給態窒素と
呼ばれ，作物が今すぐに土から吸収して利用できる窒素を表す

（谷，2020）。本研究では，窒素施肥量と年生産量の変動係数と
の間にも負の相関が認められたことから（表‒5），窒素施肥によっ
て根から吸収しやすい形態の窒素分が土壌に多く補われた竹林で
は，豊凶差が小さかったと解釈された。野中・主計（1978）は豊
作年 2ヵ年と凶作年 1ヵ年を含む連続した 3 年間の収量の豊凶差
は無施肥区と比べ施肥区が小さいと報告しており，窒素施肥で特
に凶作年の生産量が底上げされた結果，豊凶差が抑制されたと考
えられた。また，マグネシウムは葉緑素クロロフィルを構成する
作物の必須元素の一つで（藤原ほか，1998），光合成能を高める
とされる（現代農業編集部，2004）。葉肥と言われる窒素および
光合成に重要なマグネシウムの土壌中濃度が高いほど豊凶差が小
さいという結果は，発筍力が新葉を展開する竹齢に依存している
こと（野中・佐々木，1992 ;	Li	et al.,	1998 a;	Xu	et al.,	2018）と
も符合する。一方，可給態リン酸，交換性 CaO，交換性 K 2 O の
土壌中濃度は年生産量の変動係数と有意な相関は認められなかっ
た（表‒7）。しかし，窒素とともに肥料の三要素を構成するリン
酸とカリウムについては，土壌中濃度および施肥量ともに変動係
数との相関係数の符号がマイナスであったことは（表‒5，7），施
肥が豊凶差抑制に寄与するという後述のわれわれの主張と矛盾し
なかった。タケノコ生産林は，毎年の収穫によって土壌から養分
が収奪されることにくわえ，リター（落葉・落枝）からの養分供
給も少ないため，他の森林タイプよりも多くの人為的養分供給が
必要である（Guan	et al.,	2017）。しかし，両地域とも施肥量は福
岡県の施肥基準（目標収量 1000	kg/ 10 a の場合，窒素：リン酸：
カリウム：ケイ酸＝ 20：10：12：16	kg/ 10	a）（野中，2003）に
達していなかった（表‒4）。本研究から，施肥はタケノコの増収
効果（野中，1991；Gao	et al.	2016）だけでなく，豊凶差抑制効
果をもつことも判明したことから，現行より強く施肥管理を推奨
すべきと考えられた。

陽イオン交換容量（CEC）は，土壌がカルシウムやカリウム
などの陽イオン（養分）を吸着して保持できる容量，すなわち保
肥力を表す指標である（藤原ほか，1998；中村ほか	2020）。さら
に，この容量のうち交換性のカルシウムイオン，マグネシウム
イオン，カリウムイオンが吸着された割合がそれぞれ石灰飽和
度，苦土飽和度，カリ飽和度である（藤原ほか，1998）。本研究
では，石灰・苦土・カリの陽イオン飽和度と生産量の変動係数と
の間にはいずれも有意な相関は認められなかったが，陽イオン交
換容量においては北九州地域と両地域で有意な負の相関が認めら
れた（表‒7）。すなわち，これらの地域区分では陽イオンを多く

保持できる保肥力の高い竹林ほど豊凶差が小さかったといえる。
しかし，陽イオン交換容量は北九州地域で 6 . 7	me/ 100 g，八女
地域で 6 . 3	me/ 100 g であり（表‒6），タケノコ生産林の基準で
ある 10	me/ 100 g 以上（香川県，2008）に満たなかった（表‒6）。
さらに，陽イオン飽和度はいずれも 1～3％と，野菜はもちろん
タケノコの基準（香川県，2008）と比べても著しく低く，澤田・
加藤（2007）が調べたスギと落葉広葉樹の混交林内のうち林冠が
開けた地点（リター由来の陽イオン供給が少ない）の土壌と同程
度であった。調査土壌は pH が 4～5 と低かったことから（表‒6），
養分よりも水素イオンの方が相対的に多く土壌粒子に吸着されて
いると考えられる。このように今回の調査竹林は保肥力が低いと
考えられたが，化学肥料だけでなく堆肥などの土壌改良資材の施
用により保肥力は高めることができる（原田，2007）。さらに堆
肥は，無機態窒素を含むとともに自身の有機物を無機化すること
で可給態窒素源ともなりうるため（今野ほか，1986；谷，2020），
施肥による豊凶差抑制効果を促進できると考えられた。

Ⅴ．おわりに

本研究の限界としては，取扱ったデータがあくまでもアンケー
トで回答が得られた「タケノコ出荷量」であり，生物学的現象を
捉えた「タケノコ発生量」ではない点が挙げられる。したがっ
て，タケノコが発生しても収穫しないケースのように労務の都合
が反映された可能性があることは認識しておく必要がある。ま
た，少なくとも 20 年以上前は，タケノコの年間生産量は，降雨量，
気温と有意な相関はなかったとされているが（Li	et al.,	1998 a），
近年の異常な気象変動と豊凶差拡大との因果関係は今回追求でき
なかった。これら残された課題については，今後検討していく必
要がある。

以上のように，本研究では 2015～2018 年までの 4 年間のタケ
ノコ豊凶差を年生産量（出荷量）の変動係数で評価し，アンケー
ト調査，林分調査，土壌分析との相関を調べたところ，複数の要
因が関与して豊凶差は拡大したと考えられ，竹齢を稈に記入して
いる竹林，親竹の胸高直径が小さい竹林，施肥により窒素濃度の
高い土壌をもつ竹林，保肥力が高い竹林ほど豊凶差の変動は小さ
いことが明らかになった。古くから施肥の継続によって豊凶差を
縮小できると主張されたり（上田，1968），基本的な親竹管理を
行ったうえで施肥管理をすれば豊凶差の縮小ないし解消がおおむ
ね可能とされたりしてきたが（青木，1987），本研究はそれを改
めて裏付けたものである。	
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性 K 2 O については，有意な相関は認められなかった。陽イオン
交換容量（CEC）は，北九州地域および両地域においてそれぞ
れ−0 . 84，−0 . 57 と有意な負の相関が認められた（p ＜ 0 . 05）。
陽イオン飽和度に関しては，石灰・苦土・カリとも有意な相関は
認められなかった。

Ⅳ．考察

1．竹齢管理
タケノコは，1 年毎に豊凶を繰り返すことが古くから知られて

いる（Ueda，1960；Li	et al.,	1998 a；浦ほか，2011）。これは偶
数齢の親竹は 4～5 月の落葉後に新葉を展葉させるため翌春の発
筍力が高く，奇数齢の親竹は落葉せず古葉が残るため翌春の発
筍力が低いこと（野中・佐々木，1992 ;	Li	et al.,	1998 a;	Xu	et al.,	
2018）に起因すると考えられる。たとえば，1 年生の竹以外をす
べて伐竹した試験では，竹齢構成が単一のためすべての竹が毎年
一斉に葉替わりするが，葉替わりした翌年の発筍は，葉替わりし
なかった翌年の発筍よりも本数・重量とも著しく多く，発筍量は
1 年毎に大きく変動した（野中・佐々木，1992）。竹齢構成が単
一ではない一般の竹林においても，森田・浜田（1983）は毎年均
等に親竹を仕立てている竹林では豊凶差があまり見られないのに
対し，隔年毎に親竹を仕立てている竹林では凶作年の発筍量は豊
作年の 1 / 7 と変動が大きかったとしている。このように，親竹
を毎年仕立てて偶数齢と奇数齢を均等にするか，隔年毎に仕立て
るかで，竹林全体での葉の生産力が異なり，このことが発筍量に
影響を及ぼしているとみられる（野中・佐々木，1992）。本研究
においても，竹齢構成の偏りが豊凶差の拡大に影響していると予
想した。そこで，調査プロット内の総立竹本数に対する偶数齢と
奇数齢の立竹本数差（竹齢均等率）とタケノコ生産量の変動係数
との相関を調べたが，予想に反し，竹齢均等率と変動係数との相
関は有意ではなく，むしろ負の相関を示した（表‒2）。しかしな
がら，外観での判別が難しい竹齢を正しく把握するため，仕立て
た親竹に発生年を記入している竹林は，そうではない竹林に比べ
て変動係数は有意に小さかった（図‒1）。以上のことから，均等
な竹齢構成のみがタケノコ豊凶差の大小を左右するわけではない
ものの，豊凶差を抑制するのに竹齢を把握すること自体は重要と
考えられた。

2．径級管理
親竹の胸高直径はタケノコの大きさ（濱地ほか，2010）だけで

なく，収量にも影響する。野中（1984）は，親竹の平均目通直径
が 9 . 6 cm の小径竹区と 12 . 5 cm の大径竹区とで発筍したタケ
ノコの本数と重量を 5 年間比較した結果，いずれも常に小径竹区
が大径竹区を上回ったとしている。本研究では，親竹の平均胸高
直径とタケノコ年生産量の変動係数との間に有意な正の相関が認
められた（表‒3）。すなわち，今回調べた平均胸高直径が 8 . 1～
12 . 0 cm の竹林においては，親竹の直径が小さいほど豊凶差が
小さかった。竹の胸高直径は，斜面下部ほど大きくなる（下野ほ
か，2021）など地理的要因の影響も受けるが，加齢とともに大き
くなるわけではない（孫ほか，2021）。さらに，間伐実施の有無
で変動係数に有意差がなかったこと（データ略）を考えれば，間
伐で胸高直径が大きい親竹を伐竹するよりむしろ，親竹を仕立
てる際にタケノコが極端に減収する胸高直径 12	cm 以上（野中，
2003）となるような新竹を選ばないことで豊凶差拡大を抑制でき
る可能性が示唆された。

3．肥培管理
土壌はタケノコの成長に必要な栄養素を供給するうえで重要な

要素である。タケノコの生育には酸性土壌が適するとされ（上田，
1966；小川，2017），モウソウタケノコ専用竹林の pH は 4 . 5 前
後が多く（青木，1987），たとえば香川県のタケノコ生産竹林の
土壌の基準値も pH 4 . 0～5 . 0 である（香川県，2008）。われわれ
の調査でも北九州地域，八女地域とも平均 pH 4 . 4 の酸性土壌で
あった（表‒6）。本研究では，八女地域および両地域において土
壌 pH とタケノコ年生産量の変動係数との間には有意な正の相関
が認められた（表‒7）。ただし，本研究における調査土壌の pH
の範囲は狭く，pH が低いほど豊凶差が小さいと言えるのは pH	4
～5 の範囲に限定される。

土壌の電気伝導度（EC）について，北九州地域および両地域
においてタケノコ年生産量の変動係数との間に有意な負の相関が
認められた（表‒7）。電気伝導度は土壌中の水溶性塩類の総量を
表し，硝酸態窒素濃度と高い正の相関を示す（藤原ほか，1998）。
本研究でも硝酸態窒素を含む可給態窒素濃度と電気伝導度との相
関係数は 0 . 71 と 1％水準で有意な正の相関が認められた（デー
タ略）。さらに，韓国南部の晋州市のモウソウチク林において，
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表‒6．福岡県のタケノコ主産地における土壌分析結果

地域 pH 電気伝導度
（μ S/cm）

可給態窒素
（mg/ 100 g）

可給態リン酸
（mg/ 100 g）

交換性 CaO
（mg/ 100 g）

交換性 MgO
（mg/ 100 g）

交換性 K 2 O
（mg/ 100 g）

陽イオン交換容量
（me/ 100 g）

石灰飽和度
（％）

苦土飽和度
（％）

カリ飽和度
（％）

平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差
北九州 4.4 ± 0.1 55.9 ± 8.2 5.8 ± 2.1 20.6 ± 6.7 7.6 ± 2.0 6.5 ± 1.4 20.6 ± 7.5 6.7 ± 1.0 1.7 ± 0.3 2.1 ± 0.3 2.8 ± 1.0
八女 4.4 ± 0.1 53.4 ± 5.8 5.0 ± 1.1 47.6 ± 8.3 14.0 ± 3.9 5.3 ± 0.6 22.6 ± 6.5 6.3 ± 1.2 2.6 ± 0.7 1.3 ± 0.1 2.5 ± 0.8

両地域 4.4 ± 0.1 54.6 ± 4.8 5.3 ± 1.0 34.1 ± 6.2 10.8 ± 2.3 5.9 ± 0.7 21.6 ± 4.8 6.5 ± 0.7 2.2 ± 0.4 1.7 ± 0.2 2.7 ± 0.6
サンプル数：北九州地域 8，八女地域 8，両地域 16

表‒7．土壌分析項目とタケノコ年生産量の変動係数との相関係数

地域 pH 電気
伝導度

可給態
窒素

可給態
リン酸

交換性
CaO

交換性
MgO

交換性
K 2 O

陽イオン
交換容量

石灰
飽和度

苦土
飽和度

カリ
飽和度

北九州 0 . 43 NS −0 . 79 * −0 . 72 * −0 . 53 NS −0 . 69 NS −0 . 76 * −0 . 51 NS −0 . 84 ** −0 . 44 NS −0 . 39 NS −0 . 38 NS

八女 0 . 86 ** −0 . 59 NS −0 . 40 NS −0 . 16 NS 0 . 47 NS −0 . 18 NS −0 . 28 NS −0 . 47 NS 0 . 61 NS 0 . 12 NS −0 . 18 NS

両地域 0 . 67 ** −0 . 56 * −0 . 42 * −0 . 32 NS 0 . 14 NS −0 . 31 NS −0 . 34 NS −0 . 57 * 0 . 35 NS 0 . 01 NS −0 . 21 NS

相関係数の有意性		NS：なし，*：5％水準で有意，**：1％水準で有意。
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タケノコ生産のため約 30 年間施肥を継続した土壌表面の電気伝
導度は 290 µS/cm と無施肥区の 138 µS/cm よりも有意に高いこ
と（Kim	et al.	2018）などを考えると，硝酸態窒素など土壌養分
が多いほど電気伝導度は高まり豊凶差は縮小すると解釈された。

さらに本研究では，土壌中の各養分濃度と年生産量の変動係数
との関係を調べ，可給態窒素および交換性 MgO の濃度との間に
有意な負の相関を得た（表‒7）。すなわち，土壌中に可給態窒素
や交換性マグネシウムが多く含まれるほど豊凶差の変動は小さ
かった。窒素は，作物の生育・収量に大きく左右する農業生産上
最も重要な元素である（藤原ほか，1998）。植物に含まれる窒素
のうち，アンモニア態や硝酸態などの無機態窒素は可給態窒素と
呼ばれ，作物が今すぐに土から吸収して利用できる窒素を表す

（谷，2020）。本研究では，窒素施肥量と年生産量の変動係数と
の間にも負の相関が認められたことから（表‒5），窒素施肥によっ
て根から吸収しやすい形態の窒素分が土壌に多く補われた竹林で
は，豊凶差が小さかったと解釈された。野中・主計（1978）は豊
作年 2ヵ年と凶作年 1ヵ年を含む連続した 3 年間の収量の豊凶差
は無施肥区と比べ施肥区が小さいと報告しており，窒素施肥で特
に凶作年の生産量が底上げされた結果，豊凶差が抑制されたと考
えられた。また，マグネシウムは葉緑素クロロフィルを構成する
作物の必須元素の一つで（藤原ほか，1998），光合成能を高める
とされる（現代農業編集部，2004）。葉肥と言われる窒素および
光合成に重要なマグネシウムの土壌中濃度が高いほど豊凶差が小
さいという結果は，発筍力が新葉を展開する竹齢に依存している
こと（野中・佐々木，1992 ;	Li	et al.,	1998 a;	Xu	et al.,	2018）と
も符合する。一方，可給態リン酸，交換性 CaO，交換性 K 2 O の
土壌中濃度は年生産量の変動係数と有意な相関は認められなかっ
た（表‒7）。しかし，窒素とともに肥料の三要素を構成するリン
酸とカリウムについては，土壌中濃度および施肥量ともに変動係
数との相関係数の符号がマイナスであったことは（表‒5，7），施
肥が豊凶差抑制に寄与するという後述のわれわれの主張と矛盾し
なかった。タケノコ生産林は，毎年の収穫によって土壌から養分
が収奪されることにくわえ，リター（落葉・落枝）からの養分供
給も少ないため，他の森林タイプよりも多くの人為的養分供給が
必要である（Guan	et al.,	2017）。しかし，両地域とも施肥量は福
岡県の施肥基準（目標収量 1000	kg/ 10 a の場合，窒素：リン酸：
カリウム：ケイ酸＝ 20：10：12：16	kg/ 10	a）（野中，2003）に
達していなかった（表‒4）。本研究から，施肥はタケノコの増収
効果（野中，1991；Gao	et al.	2016）だけでなく，豊凶差抑制効
果をもつことも判明したことから，現行より強く施肥管理を推奨
すべきと考えられた。

陽イオン交換容量（CEC）は，土壌がカルシウムやカリウム
などの陽イオン（養分）を吸着して保持できる容量，すなわち保
肥力を表す指標である（藤原ほか，1998；中村ほか	2020）。さら
に，この容量のうち交換性のカルシウムイオン，マグネシウム
イオン，カリウムイオンが吸着された割合がそれぞれ石灰飽和
度，苦土飽和度，カリ飽和度である（藤原ほか，1998）。本研究
では，石灰・苦土・カリの陽イオン飽和度と生産量の変動係数と
の間にはいずれも有意な相関は認められなかったが，陽イオン交
換容量においては北九州地域と両地域で有意な負の相関が認めら
れた（表‒7）。すなわち，これらの地域区分では陽イオンを多く

保持できる保肥力の高い竹林ほど豊凶差が小さかったといえる。
しかし，陽イオン交換容量は北九州地域で 6 . 7	me/ 100 g，八女
地域で 6 . 3	me/ 100 g であり（表‒6），タケノコ生産林の基準で
ある 10	me/ 100 g 以上（香川県，2008）に満たなかった（表‒6）。
さらに，陽イオン飽和度はいずれも 1～3％と，野菜はもちろん
タケノコの基準（香川県，2008）と比べても著しく低く，澤田・
加藤（2007）が調べたスギと落葉広葉樹の混交林内のうち林冠が
開けた地点（リター由来の陽イオン供給が少ない）の土壌と同程
度であった。調査土壌は pH が 4～5 と低かったことから（表‒6），
養分よりも水素イオンの方が相対的に多く土壌粒子に吸着されて
いると考えられる。このように今回の調査竹林は保肥力が低いと
考えられたが，化学肥料だけでなく堆肥などの土壌改良資材の施
用により保肥力は高めることができる（原田，2007）。さらに堆
肥は，無機態窒素を含むとともに自身の有機物を無機化すること
で可給態窒素源ともなりうるため（今野ほか，1986；谷，2020），
施肥による豊凶差抑制効果を促進できると考えられた。

Ⅴ．おわりに

本研究の限界としては，取扱ったデータがあくまでもアンケー
トで回答が得られた「タケノコ出荷量」であり，生物学的現象を
捉えた「タケノコ発生量」ではない点が挙げられる。したがっ
て，タケノコが発生しても収穫しないケースのように労務の都合
が反映された可能性があることは認識しておく必要がある。ま
た，少なくとも 20 年以上前は，タケノコの年間生産量は，降雨量，
気温と有意な相関はなかったとされているが（Li	et al.,	1998 a），
近年の異常な気象変動と豊凶差拡大との因果関係は今回追求でき
なかった。これら残された課題については，今後検討していく必
要がある。

以上のように，本研究では 2015～2018 年までの 4 年間のタケ
ノコ豊凶差を年生産量（出荷量）の変動係数で評価し，アンケー
ト調査，林分調査，土壌分析との相関を調べたところ，複数の要
因が関与して豊凶差は拡大したと考えられ，竹齢を稈に記入して
いる竹林，親竹の胸高直径が小さい竹林，施肥により窒素濃度の
高い土壌をもつ竹林，保肥力が高い竹林ほど豊凶差の変動は小さ
いことが明らかになった。古くから施肥の継続によって豊凶差を
縮小できると主張されたり（上田，1968），基本的な親竹管理を
行ったうえで施肥管理をすれば豊凶差の縮小ないし解消がおおむ
ね可能とされたりしてきたが（青木，1987），本研究はそれを改
めて裏付けたものである。	

Ⅵ．謝辞

福岡県北九州市合馬地区および八女市のタケノコ生産者の方々
にはアンケート回答，土壌サンプリングに協力いただいた。JA
北九および JA ふくおか八女の職員の方々には生産者との連絡調
整や取りまとめに尽力いただいた。福岡県農林業総合試験場	資
源活用研究センター重野正直専門技術員には本稿に対して貴重な
ご意見をいただいた。ここに深く謝意を表す。
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性 K 2 O については，有意な相関は認められなかった。陽イオン
交換容量（CEC）は，北九州地域および両地域においてそれぞ
れ−0 . 84，−0 . 57 と有意な負の相関が認められた（p ＜ 0 . 05）。
陽イオン飽和度に関しては，石灰・苦土・カリとも有意な相関は
認められなかった。

Ⅳ．考察

1．竹齢管理
タケノコは，1 年毎に豊凶を繰り返すことが古くから知られて

いる（Ueda，1960；Li	et al.,	1998 a；浦ほか，2011）。これは偶
数齢の親竹は 4～5 月の落葉後に新葉を展葉させるため翌春の発
筍力が高く，奇数齢の親竹は落葉せず古葉が残るため翌春の発
筍力が低いこと（野中・佐々木，1992 ;	Li	et al.,	1998 a;	Xu	et al.,	
2018）に起因すると考えられる。たとえば，1 年生の竹以外をす
べて伐竹した試験では，竹齢構成が単一のためすべての竹が毎年
一斉に葉替わりするが，葉替わりした翌年の発筍は，葉替わりし
なかった翌年の発筍よりも本数・重量とも著しく多く，発筍量は
1 年毎に大きく変動した（野中・佐々木，1992）。竹齢構成が単
一ではない一般の竹林においても，森田・浜田（1983）は毎年均
等に親竹を仕立てている竹林では豊凶差があまり見られないのに
対し，隔年毎に親竹を仕立てている竹林では凶作年の発筍量は豊
作年の 1 / 7 と変動が大きかったとしている。このように，親竹
を毎年仕立てて偶数齢と奇数齢を均等にするか，隔年毎に仕立て
るかで，竹林全体での葉の生産力が異なり，このことが発筍量に
影響を及ぼしているとみられる（野中・佐々木，1992）。本研究
においても，竹齢構成の偏りが豊凶差の拡大に影響していると予
想した。そこで，調査プロット内の総立竹本数に対する偶数齢と
奇数齢の立竹本数差（竹齢均等率）とタケノコ生産量の変動係数
との相関を調べたが，予想に反し，竹齢均等率と変動係数との相
関は有意ではなく，むしろ負の相関を示した（表‒2）。しかしな
がら，外観での判別が難しい竹齢を正しく把握するため，仕立て
た親竹に発生年を記入している竹林は，そうではない竹林に比べ
て変動係数は有意に小さかった（図‒1）。以上のことから，均等
な竹齢構成のみがタケノコ豊凶差の大小を左右するわけではない
ものの，豊凶差を抑制するのに竹齢を把握すること自体は重要と
考えられた。

2．径級管理
親竹の胸高直径はタケノコの大きさ（濱地ほか，2010）だけで

なく，収量にも影響する。野中（1984）は，親竹の平均目通直径
が 9 . 6 cm の小径竹区と 12 . 5 cm の大径竹区とで発筍したタケ
ノコの本数と重量を 5 年間比較した結果，いずれも常に小径竹区
が大径竹区を上回ったとしている。本研究では，親竹の平均胸高
直径とタケノコ年生産量の変動係数との間に有意な正の相関が認
められた（表‒3）。すなわち，今回調べた平均胸高直径が 8 . 1～
12 . 0 cm の竹林においては，親竹の直径が小さいほど豊凶差が
小さかった。竹の胸高直径は，斜面下部ほど大きくなる（下野ほ
か，2021）など地理的要因の影響も受けるが，加齢とともに大き
くなるわけではない（孫ほか，2021）。さらに，間伐実施の有無
で変動係数に有意差がなかったこと（データ略）を考えれば，間
伐で胸高直径が大きい親竹を伐竹するよりむしろ，親竹を仕立
てる際にタケノコが極端に減収する胸高直径 12	cm 以上（野中，
2003）となるような新竹を選ばないことで豊凶差拡大を抑制でき
る可能性が示唆された。

3．肥培管理
土壌はタケノコの成長に必要な栄養素を供給するうえで重要な

要素である。タケノコの生育には酸性土壌が適するとされ（上田，
1966；小川，2017），モウソウタケノコ専用竹林の pH は 4 . 5 前
後が多く（青木，1987），たとえば香川県のタケノコ生産竹林の
土壌の基準値も pH 4 . 0～5 . 0 である（香川県，2008）。われわれ
の調査でも北九州地域，八女地域とも平均 pH 4 . 4 の酸性土壌で
あった（表‒6）。本研究では，八女地域および両地域において土
壌 pH とタケノコ年生産量の変動係数との間には有意な正の相関
が認められた（表‒7）。ただし，本研究における調査土壌の pH
の範囲は狭く，pH が低いほど豊凶差が小さいと言えるのは pH	4
～5 の範囲に限定される。

土壌の電気伝導度（EC）について，北九州地域および両地域
においてタケノコ年生産量の変動係数との間に有意な負の相関が
認められた（表‒7）。電気伝導度は土壌中の水溶性塩類の総量を
表し，硝酸態窒素濃度と高い正の相関を示す（藤原ほか，1998）。
本研究でも硝酸態窒素を含む可給態窒素濃度と電気伝導度との相
関係数は 0 . 71 と 1％水準で有意な正の相関が認められた（デー
タ略）。さらに，韓国南部の晋州市のモウソウチク林において，
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表‒6．福岡県のタケノコ主産地における土壌分析結果

地域 pH 電気伝導度
（μ S/cm）

可給態窒素
（mg/ 100 g）

可給態リン酸
（mg/ 100 g）

交換性 CaO
（mg/ 100 g）

交換性 MgO
（mg/ 100 g）

交換性 K 2 O
（mg/ 100 g）

陽イオン交換容量
（me/ 100 g）

石灰飽和度
（％）

苦土飽和度
（％）

カリ飽和度
（％）

平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差 平均値±標準誤差
北九州 4.4 ± 0.1 55.9 ± 8.2 5.8 ± 2.1 20.6 ± 6.7 7.6 ± 2.0 6.5 ± 1.4 20.6 ± 7.5 6.7 ± 1.0 1.7 ± 0.3 2.1 ± 0.3 2.8 ± 1.0
八女 4.4 ± 0.1 53.4 ± 5.8 5.0 ± 1.1 47.6 ± 8.3 14.0 ± 3.9 5.3 ± 0.6 22.6 ± 6.5 6.3 ± 1.2 2.6 ± 0.7 1.3 ± 0.1 2.5 ± 0.8

両地域 4.4 ± 0.1 54.6 ± 4.8 5.3 ± 1.0 34.1 ± 6.2 10.8 ± 2.3 5.9 ± 0.7 21.6 ± 4.8 6.5 ± 0.7 2.2 ± 0.4 1.7 ± 0.2 2.7 ± 0.6
サンプル数：北九州地域 8，八女地域 8，両地域 16

表‒7．土壌分析項目とタケノコ年生産量の変動係数との相関係数

地域 pH 電気
伝導度

可給態
窒素

可給態
リン酸

交換性
CaO

交換性
MgO

交換性
K 2 O

陽イオン
交換容量

石灰
飽和度

苦土
飽和度

カリ
飽和度

北九州 0 . 43 NS −0 . 79 * −0 . 72 * −0 . 53 NS −0 . 69 NS −0 . 76 * −0 . 51 NS −0 . 84 ** −0 . 44 NS −0 . 39 NS −0 . 38 NS

八女 0 . 86 ** −0 . 59 NS −0 . 40 NS −0 . 16 NS 0 . 47 NS −0 . 18 NS −0 . 28 NS −0 . 47 NS 0 . 61 NS 0 . 12 NS −0 . 18 NS

両地域 0 . 67 ** −0 . 56 * −0 . 42 * −0 . 32 NS 0 . 14 NS −0 . 31 NS −0 . 34 NS −0 . 57 * 0 . 35 NS 0 . 01 NS −0 . 21 NS

相関係数の有意性		NS：なし，*：5％水準で有意，**：1％水準で有意。
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Ⅰ．背景・目的

現在，日本全国で農林業を中心としたさまざまな場所で野生鳥
獣による被害が多発している。

それに伴い，被害への対策という名目でのジビエ利用が推進さ
れており，ジビエの取り扱い量は全国的に増加している（8，9）。
農林水産省の野生鳥獣資源利用実態調査によれば，ジビエ利用頭
数は2016年にシカ，イノシシ，その他合わせて約89 , 000頭であっ
たのが，2022年度には倍近くの158 , 000頭まで増加している（8）。
推移を示したグラフを図‒1 に示す。

処理加工施設数に関しても増加の一途を辿っている状況であり，
ジビエ利用は現在拡大しているといえる（10）（図‒2）。

ただ，ジビエを利用する理由はそのような被害対策には限られ
ない。ジビエの持つ食品としてのポテンシャルの追求，海外文化
への憧れ等，さまざまな理由があると考える。しかし現在の日本

におけるジビエという存在は，先述のような鳥獣害と結びつけた
ものが多い印象を受ける。先述の野生鳥獣資源利用実態調査によ
ればジビエ利用頭数のうちシカ，イノシシは 2016 年から 2022 年
に至るまで合わせて 90％程度を維持している。

日本においてジビエそのもの，“ ジビエ ” というワードが一般
市民やその他の環境でどのような立ち位置にいるのかを明らかに
していきたい。また，主題を「なぜ“ジビエ ”を使いたがるのか」
と設定したが，これはジビエというワードそのものが野生鳥獣肉
の利用にどのように影響しているのかという意味を含む。

Ⅱ．調査方法

新聞記事や論文データベース等を参照し，日本においてジビエ
がどのような立ち位置にいるのかについて情報を収集した。新聞
記事は朝日新聞，毎日新聞，南日本新聞のものを収集した。それ
ぞれ，朝日新聞クロスサーチ（1），毎索（5），南日本新聞デー

* 1	 	Terashita,	F.，	Okuyama,	Y.，	Takisawa,	Y.	:	Reasons	for	wanting	to	use	“Gibier”	-	Analysis	of	the	background	and	factors	related	
to	the	expansion	of	usage	-.

* 2	 鹿児島大学農学部 Fac.	Agric.，	Kagoshima	Univ.，	Kagoshima	890 - 0065，	Japan

速　報

なぜ “ジビエ”を使いたがるのか？ 
―利用拡大に関わる背景と要因の分析―＊1

寺下文貴＊ 2・奥山洋一郎＊ 2・滝沢裕子＊ 2

寺下文貴・奥山洋一郎・滝沢裕子：なぜ “ ジビエ ” を使いたがるのか？ー利用拡大に関わる背景と要因の分析―　九州森林研究　 77：
141 － 144，2024 　さまざまな場所で野生鳥獣被害が問題となっている中で，ジビエの利用が促進されている。本研究では，新聞記
事や論文の収集，分析により，ジビエが一般市民その他さまざまな立場にどのような影響を与えているのか考察していく。現段階では，
2005 年に長野県信州を中心として野生鳥獣被害とジビエを積極的につなげるようになり，2018 年にジビエに関する関心がさまざまな立
場で高まったことがわかった。2018 年は国産ジビエ認証制度が制定および運用開始された年であり，このことが関わっていると考えら
れる。2005 年については具体的な出来事は今後引き続き調査を行う。
キーワード：ジビエ，国産ジビエ認証制度，シカ，イノシシ，鳥獣被害
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図‒1．ジビエ利用頭数の推移
（農林水産省野生鳥獣資源利用実態調査統計表より筆者作成）

図‒2．処理加工施設数推移
（農林水産省野生鳥獣資源利用実態調査統計表より筆者作成）
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